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子会社（孫会社）の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

  
当社は、本日開催の取締役会において、当社の子会社である武藤工業株式会社が保有する株式会社セコ

ニック技研のすべての発行済み株式を当社の持分法適用会社である株式会社セコニック（東証第 2 部、コード

番号7758）に譲渡することを決議しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 
 

１．株式譲渡の理由 

当社は、平成 23 年 1 月 14 日にお知らせしました通り、株式会社セコニックと業務提携基本契約書を締

結しており、事業の親和性が高いことから、お互いの経営資源を有効活用して事業領域の拡大を目指して

おります。 

   その一環として平成23 年7 月には、当社グループと株式会社セコニックが保有している大判インクジェ

ットプリンタや光学電子情報機器関連の技術の優位性を活かして、今後の成長基盤確立のスピードアップ

を図るべく、株式会社セコニック技研を設立し、技術開発業務を推進しております。 

   このたび、株式会社セコニックがグループとして最適なフォーメーションを確立するため、既存の営業・

販売分野、および開発分野の拡大、多角化等を目指し、核となる「営業・販売部門」と「技術開発部門」の機

能を、現在の株式会社セコニック本体とは別に、分割且つ独立させる方針を打ち出しました。これを受けて、

セコニックグループの技術開発体制強化のため、当社の子会社が保有している株式会社セコニック技研の

全株式を株式会社セコニックに譲渡することといたしました。今後、当社グループとセコニックグループとの

協力関係を一層発展させて、両社の業績向上を図ってまいります。 

 

 
２．譲渡する子会社（孫会社）の概要 

（１） 商           号 株式会社セコニック技研 

（２） 本 店 所 在 地 東京都豊島区目白2－16－20 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 阿部 要一 

（４） 事 業 内 容 電子・電気関連機器の研究、開発、製造、販売、およびソフトウェアの開発、販売、

ソフトウェア技術者の派遣等 

（５） 資 本 金 30 百万円 

（６） 設 立 年 月 2011 年（平成23 年）7 月 

（７） 発 行 済 株 式 総 数 600 株 

（８） 決 算 期 3 月 

（９） 大株主及び持株比率 武藤工業株式会社     100％ 

 
 
 



３．株式譲渡先の概要               

（１） 商           号 株式会社セコニック 

（２） 本 店 所 在 地 東京都練馬区大泉学園町7－24－14 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 荒井 宏 

（４） 事 業 内 容 光学電子情報機器、事務機器、電装機材・その他の製造販売 

（５） 資 本 金 1,609 百万円 

（６） 設 立 年 月 1951 年（昭和26 年）6 月 

（７） 発 行 済 株 式 総 数 18,800,000 株 

（８） 決 算 期 3 月 

（９） 大株主及び持株比率 
ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社     17.55％ 

ＴＣＳホールディングス株式会社           15.95％ 

資 本 関 係
当社は間接所有を含め当該会社の株式3,301,000株（議決権比

率18.46％）を所有しております。 

人 的 関 係
当社子会社の取締役１名が、当該会社の取締役を兼任しており

ます。 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません。 

（10）当 社 と の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
当該会社は、当社の持分法適用会社に該当いたします。 

 

４．譲渡株式数および譲渡前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数：600 株（所有割合 100％）  
（２）譲 渡 株 式 数：600 株（譲渡価額 30百万円） 
（３）異動後の所有株式数：   0 株（所有割合   0％）  

 

５．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日：平成24年1月25日  
（２）株式譲渡契約書締結日：平成24年1月25日   
（３）株 式 譲 渡 実 行 日：平成24年1月27日 

 

６．当社業績に与える影響 

本件による平成24 年3 月期の当社連結業績に与える影響は、軽微なものと見込んでおります。 

 

以  上 


